第1の項目
「教職員の評価・育成システム」の評価結果の給与等への反映については、皆さま方との協議を踏まえ、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しています。
また、皆さま方との協議を踏まえ、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については配分原資を１回あたり０．０３月とし、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところですので、ご理解頂きますよう、お願いします。
第2の項目
平成２５年度から生徒又は保護者による授業アンケートを踏まえた教員評価を本格実施いたしました。
また、本年６月に公表した平成２６年度評価結果では、上位区分が減少したことなどにより、再任用職員を除く上位評価者の勤勉手当の成績率が増加しました。
引き続き、勤務労働条件に関わる事項について、必要に応じて皆様方との協議を続けてまいりたいと存じます。
　第3の項目
　臨時的任用職員の初任給の上限については、これまでも所要の改善を図ってきたところでございます。

臨時講師についても、平成26年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところであり、今後とも他府県の状況や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
　教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難でございます。
　第4の項目
　非常勤講師の報酬単価については、勤務実績に応じた報酬となるよう改正したところでございます。

今後とも府の財政状況等を踏まえつつ、国や他府県の状況等も見極めながら、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
第5の項目
　時間外勤務手当に相当する報酬の支払いについては、関係法令等を踏まえつつ、行っているところであり、引き続き適切に対応してまいりたいと存じます。
　第6の項目
府教育委員会としましては、大阪府において円滑に土曜日等の授業を行うことができるよう、法令の定めによる教職員の週休日の振替等を確実に行うことなど、遵守すべき事項や手続き等を「土曜授業の実施にあたってのガイドライン」としてまとめ、平成26年８月に府立学校校長・准校長に通知しました。

ガイドラインでは、「各校において、学校や地域の実情、幼児・児童・生徒の負担を踏まえながら、土曜授業を実施する教育的意義、土曜授業を実施した場合の教育的効果を検討したうえで、計画を立てること。」とし、実施にあたっては、「予め週休日の振替等を行う日時を、当該土曜授業に係る業務に従事する全教職員に確認の上、勤務を命ずること。その際、特に、介護、育児等の配慮要件のある教職員については、当該教職員の事情に十分な配慮を行うこと。」としています。
　第7の項目
　府教委におきましては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドライン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもとに、学校図書館機能の維持に努めているところです。
　平成23年度から、図書館業務の主担者に対する軽減措置として非常勤講師時数の配当を行っているところですが、今後とも、学校の状況の的確な把握に努め、学校運営に支障が生じることのないよう努めてまいります。
第8の項目
平成25年4月に導入した「校務処理システム」は、生徒の出欠管理・成績処理をシステム化し、教員の事務負担の軽減が図られるものと認識しております。
また、「統合ＩＣＴネットワーク」を平成26年4月に導入し、各教員の端末からメール・インターネットが利用でき、高いセキュリティのもと、個人情報が扱えるよう設計しました。ネットワークの活用により、教員の作業の効率化が図られるものと認識しております。
教職員のＶＤＴ作業については、府立学校安全衛生協議会の専門部会である健康対策部会において検討を行い、平成16年７月30日付けで「大阪府立学校ＶＤＴ作業のためのガイドライン」を策定し府立学校に通知し、ＶＤＴ作業従事者に対する適正な労働衛生管理に努めるよう指導しているところです。
　第9の項目
　府教育委員会においては、大阪府立学校職員安全衛生管理規程に基づき、大阪府立学校安全衛生協議会を設置し、教職員の安全及び健康を確保し、快適な職場環境を実現するために、様々な協議を重ねてまいりました。
　また、「健康対策部会」「腰痛・頸肩腕症部会」の専門部会を設置し、職員健康診断や安全衛生委員会の活性化などの具体的な個別の課題について、検討してきたところです。
　今後とも、同協議会における協議を踏まえ、快適な職場環境の形成や教職員の健康の保持増進に向けて、取り組んでまいりたい。
　なお、スリットデータや長時間労働者の医師面談実施状況などを踏まえて、教員の長時間労働による健康障がいの防止に向けた課題を検討するため、平成27年8月31日に大阪府立学校安全衛生協議会の健康対策部会に「長時間労働健康障がい防止委員会」を設置したところです。
　各種調査をはじめとする文書事務については、平成25年3月の教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが作成した報告書の「各種調査等の見直し」を踏まえ、府教育委員会が実施主体となって調査・報告等を求めた文書に対して、調査の廃止、調査の統合、調査項目の削減や精査、回答方法の工夫や簡素化、調査頻度の減少等見直しを行い、負担軽減に努めているところです。
　生徒の自主性、教職員の自発性に基づいて成り立っている部活動は、一方的な職務命令に基づく活動ではないが、学習指導要領において学校教育の一環として教育課程との関連が図られるよう留意することと明記され、生徒に対する教育的効果も大きいと認識しております。

府立高校におきましては、教職員の部活動に係る業務の負担について、校長ヒアリング等で聞取りを行い、実態把握に努めてまいります。
　また、文化部活動に対しては「学校支援社会人等指導者活用事業」を実施し、平成27年度は、府立高等学校135校に対しまして、287名の外部人材を派遣しております。

本府は、きわめて厳しい財政状況にありますが、本事業の趣旨の徹底を図り、活用内容を精査するともに、必要となる予算の確保に努めているところです。
　運動部活動に対しては、「運動部活動外部指導者活用事業」を実施し、平成27年度は、府立高等学校126校に対しまして、302名（11月現在）の外部指導者を派遣しており、スポーツ安全保険にも加入しております。
　本府は、きわめて厳しい財政状況にありますが、本事業の趣旨の徹底を図り、活用内容を精査するとともに、必要となる予算の確保に努めているところです。
第10の項目
　適正な業務管理と職員の健康管理の観点から、より一層の時間外勤務の縮減を図るため、府立学校各校が、労働基準法第36条第1項に基づく協定（三六協定）締結を実施するための手引きを、平成27年7月に府教委として策定したところです。

また、同年9月には各府立学校校長・准校長向けに三六協定に関する説明会を開催したところです。
　現在、各校における三六協定の締結に向けた取り組みの進捗状況について、確認を行っているところです。
　各校の進捗状況を踏まえ、手引きの活用を図りつつ、府立学校各校における三六協定締結が促進されるよう、引き続き必要な支援を行ってまいります。
第11の項目
各校での安全衛生委員会の活性化については、大阪府立学校職員安全衛生管理規程に基づき設置している大阪府立学校安全衛生協議会において協議を重ねてまいりました。
同協議会における協議を踏まえ、校長・准校長を対象とする府立学校安全衛生管理者研修会で、安全衛生委員会の開催促進と活性化を働きかけているところです。
また、「長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること」は、労働安全衛生規則が定める付議事項であることを、かねてより周知しているところです。
今後とも、各校での安全衛生委員会活動を通じて、快適な職場環境の形成や教職員の健康の保持増進が図られるよう、取り組んでまいります。
　第12の項目
　改正労働安全衛生法に基づくストレスチェック及び面接指導の実施については、政令により平成27年12月1日に施行されたところです。
　現在、平成28年度からのストレスチェック実施に向け、平成27年4月に厚生労働省が公表した指針等により制度設計を鋭意進めているところであり、府教育委員会として適切に対応してまいりたい。
　なお、ストレスチェックに係る事業の実施については、府教育委員会としても職員の健康管理と密接に関連するものであると認識しており、今後、皆様方と十分協議を行ってまいりたい。
第13の項目
障がいを有する教職員が勤務する学校におきましては、本人の状況やニーズを把握し、本人に対する校内の協力体制を確保することなどにより、対処していただいているところであり、今後とも、校長を通じた個々人の状況やニーズを的確に把握し、当該教職員が十分にその能力を発揮できるように努めてまいります。
障がいのある教職員に対する「合理的配慮」に関しては、障害者の雇用の促進等に関する法律の改正等を踏まえ、今後とも適切に対応してまいります。
第14の項目

大阪府教育委員会においては、これまでも、「ともに学び、ともに育つ」教育を進めてきた。平成25年に策定した「大阪府教育振興基本計画」では、基本方針に「障がいのある子ども一人ひとりの自立を支援します」と示し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実に取り組んでいるところです。
これらのことを踏まえ、大阪府教育委員会としても、平成２７年１０月府立学校の教職員を対象に、研修用資料として『「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」について』を作成し、周知に努めています。
府教委としての対応要領の策定につきましては、障害者差別解消法が施行される平成２８年４月までに策定するよう、関係課と調整を行っているところです。
障がいのある子どもたちに対する「合理的配慮」を行うにあたっては、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいりたい。

第15の項目

高校授業料無償化制度の見直しに伴う事務処理体制については、事務の性質等を総合的に勘案し、平成２７年度より賃金職員の活用により対応することとしたものです。

平成２８年度以降の事務処理体制については、平成２７年度の状況を見極めながら検討を行い、適切に対応してまいります。

第16の項目

マイナンバーについては、全庁的に適切な対応を図るため、10月27日に府個人情報保護条例が改正されました。この改正を受けて、教育委員会内の特定個人情報を含む全ての個人情報の取扱いの適正化を図るため、「安全管理に関する基本方針」及び「管理に関する要綱」を策定したところです。
教職員の税務等の関連においても、給与所得・退職所得等の源泉徴収事務や、住民税に関する事務等の利用に供するため、職員及びその扶養控除対象親族のマイナンバーを取り扱うこととなります。
このため、これら基本方針や要綱を踏まえ、各学校においてマイナンバーを含む個人情報が適正に取り扱われるとともに、事務処理が円滑に行えるよう、説明会の開催や要領・通知文の発出などにより、適正な事務処理方法の周知徹底を図ってまいります。

第17の項目

マイナンバーについては、全庁的に適切な対応を図るため、10月27日に府個人情報保護条例が改正されました。この改正を受けて、教育委員会内の特定個人情報を含む全ての個人情報の取扱いの適正化を図るため、「安全管理に関する基本方針」及び「管理に関する要綱」についても知事部局と連携して整備されたところです。
お示しの高等学校等就学支援金制度等においてもマイナンバーの利用が予定されており、今後、文部科学省においても、システム開発や事務処理要領等の改正が見込まれます。
これら基本方針や管理要綱の内容、並びに文部科学省の考え方を踏まえ、学校現場におけるマイナンバーの適正な取扱いについて、事務処理方法の周知や研修会の実施について検討してまいります。

第18の項目

「職場におけるパワー・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」の教職員への周知につきましては、職員会議での内容説明、指針の配布、掲示などの方法によって、すべての府立高等学校、支援学校で行われていることを本年５月実施の文書調査で確認いたしております。
また、同時に校内相談窓口に管理職以外の教員が入っている状況についても把握いたしております。
本年５月、各府立学校長・准校長に対して、「職場におけるパワー・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」を再度通知するとともに、教職員が自らの言動等を点検できるように「パワハラセルフチェック」シートの活用をお願いしたところです。
さらに、本年７月には、職場におけるハラスメントをなくすために、教育長メッセージ「ハラスメント０（ゼロ）に向けて」を発出したところです。

今後とも、快適で働きやすい職場環境づくりに努めてまいります。
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